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Q&A で学ぶ英文契約の基礎（１）- 国際契約が英文で長文の理
由等 

 
 

今回から英文契約書の基礎というタイトルで執筆させていただく浅井です（プロフィールは末尾
をご覧ください）。英文契約に関する書籍は数多くありますが、このシリーズでは Q&A を通じ基
礎を解説していくこととします。 

Q1:国際契約は何故英文なのですか？ 

A1:この原因は、かつては英国が、現在は米国が、国際的な取引の主なプレーヤーであることにあ
ります。また、英語が世界で最も広く使われている言語であり、英語が母国語でない当事者同士
でも共通の言語として使うことができるからです。 

  

Q2:英文契約は何故長文なのですか？ 



A2：最近では日本の契約書も英文契約の影響を受け、昔に比べれば大分長文になってきました
が、それでも英文契約の長大さには閉口することも多いと思います。その主な原因は次のように
いうことができると思います。 

(1). 口頭証拠排除の原則 

口頭証拠排除の原則とは、Parol Evidence Rule（パロール・エヴィデンス・ルール）という英米の
契約上の原則です。簡単に言えば、契約書を作成した場合はこれと異なる口頭での合意を裁判所
は考慮しないという原則です。英文契約の一般条項の一つとして規定されているいわゆる「完全
合意条項(Entire Agreement Clause）」の背景となっている原則です。従って、いきおい、全ての
合意を盛り込もうとし契約書が長文化します。 

なお、我が国にはこのような原則はなく、事実認定を裁判官の自由な判断に委ねる「自由心証主
義」により契約書に記載されていない合意や契約書の記載と異なる合意も認められることがある
ことはご存知の通りです。 

(2). 国際契約としての特性 

同じ国の当事者同士で締結される契約と異なり、国際的な取引に用いられる英文契約は、文化的
背景や思考方法、法律制度などが異なる国の当事者間で締結されます。従って、例えば、我が国
の当事者同士の契約のように、全てを契約書に規定しなくても話し合いや民法の規定により解決
できるだろうという期待ができません。一方、独占禁止法などの強行法規に違反しない限り私的
自治・契約自由の原則に従って当事者が合意した通りの法的効力が認められるというのが、世界
的にも基本となっています。従って、可能な限り様々なケースを想定しそれに対応した規定を置
こうとするので、このことも契約の長文化につながっています。 

(3). その他 

上記の他、特に米国では、国内においても多様な民族が存在すること、州ごとに法律が異なるこ
と、州ごとに判例法が形成されていること、弁護士が多く契約書作成も重要な仕事となっている
ことなどが契約長文化の原因になっていると思います。また、我が国を含め外国からの多くの留
学生が米国のロースクールで学びその後も米国の法律事務所で研修するなどして、米国の長文の
契約書スタイルを身に着け帰国し国際契約の交渉場面で活躍するので長文の契約が当然というこ
とになります。 

  

Q3:英文契約書に「信義誠実条項」はないのでしょうか？ 

A3：基本的にはないと考えていいでしょう。 

ここでいう信義誠実条項とは、例えば、「本契約に定めのない事項または本契約に関し疑義を生
じた事項については、両当事者が誠意をもって協議の上これを解決する」というような条項のこ
とですが、上記のような英米の契約の考え方からすれば、そもそも、「定めがない」ことや「疑



義」が生じないよう様々なケースを想定して明確に規定すべきであるし、協議により解決できる
のならそれを契約書に規定してもしなくても同じなので規定する意義が理解できないということ
になるでしょう。 

  

Q4:英文契約書のタイトルとして、「～ Agreement」と「～ Contract」どちらが適切
なのですか？ 

A4：どちらでも問題ありません。 

法概念としての違いはありますが、契約書のタイトルとしてはどちらを選んでも法的効果に差は
生じません。 

これは、国内の契約で、表題が「～覚書」であるか「～契約書」であるかにより法的効果に差が
生じないことと同様と考えていいでしょう。 

ただ、筆者の印象に過ぎませんが、特に米国の企業との契約では、「~ Agreement」の方が「~ 

Contract」よりも一般的という感じがします。 

  

「Q&A で学ぶ英文契約の基礎」第 1 回は以上です。次回は英文契約書の形式・スタイルなどを解
説します。 

  

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

本コラムは著者の経験にもとづく私見を含むものです。本コラム内容を業務判断のために使用し
発生する一切の損害等については責任を追いかねます。事業課題をご検討の際は、自己責任の
下、業務内容に則して適宜弁護士のアドバイスを仰ぐなどしてご対応ください。 

  

（＊） この「Q&A で学ぶ英文契約の基礎」シリーズでは、読者の皆さんの疑問・質問等も反映
しながら解説して行こうと考えています。もし、そのような疑問・質問がありましたら、以下の
メールアドレスまでお寄せ下さい。全て反映することを保証することはできませんが、筆者の知
識と能力の範囲内で可能な限り反映しようと思います。 

review「AT」theunilaw.com（「AT」の部分をアットマークに置き換えてください。） 
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